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１．はじめに 

我が国には地震時に大規模な市街地火災が発生す

るおそれのある危険な密集市街地が依然として広範

に存在しており、防災性向上のための整備・改善の

加速化が求められている。しかし、密集市街地の市

街地特性は多様であり、防災性向上につながる建物

更新の状況や、効果的な整備方策が地区によって異

なることが想定される。そのため、道路基盤や敷地

規模等の状況、少子高齢化・人口減少等の人口構造、

経済ポテンシャル等といった地区の物理的、社会・

経済的特性に応じた建物更新率の把握が重要となる。 

しかしながら、密集市街地の建物更新率について

は、密集市街地にエリアを限定したデータ取得・集

計の困難さから地区単位の値は従来全国的には整備

されておらず、建物更新率の市街地類型別比較や、

要因として考えられる地区の物理的、社会・経済的

特性との定量的な関係分析が不可能であった。 

 

２．全国の重点密集市街地の市街地特性に関するマ

クロデータベースの構築・分析 

そこで国総研では、全国の「重点密集市街地」（2003

年7月11日国土交通省公表の「地震時等において大規

模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市

街地」を言う。）の全400地区を対象に、物理的指標

（建築年次別建築ストック、狭小敷地率、細街路率

等）、社会・経済的指標（人口増減、高齢化率、５

歳階級別人口、５年間定住率、地価、及びそれらの

推移等）、政策・事業的位置付け等に関するデータ

を地区単位で収集し、新たにマクロデータベースを

構築した。建物更新率については、固定資産課税デ

ータを用いて近年の新築量をストックで割って算

出される「新築更新率」のデータを新たに整備する

ことにより、建物更新状況に関する地区別把握や市

街地類型別比較、更新率と他の物理的、社会・経済

的指標との相互関係の定量的分析が可能となった。 

分析の結果、新築更新率は市街地類型別に異なる

こと（図１）や、従来建物更新の阻害要因として経

験的・定性的に指摘されてきた、高齢化率、狭小敷

地率、細街路率（図２）、最寄り駅からの距離、借

地率、指定容積率等の市街地特性が地区の新築更新

率に影響を与えること等を定量的に明らかにした。 

 

３．住生活基本計画（全国計画）の見直しへの反映 

2011年３月に国の密集市街地整備政策が位置づけ

られている住生活基本計画（全国計画）が見直され、

新たな整備目標として地震時等に著しく危険な密集

市街地約6,000haを10年間で概ね解消することが示

された。また、整備目標達成に向けた基本施策につ

いては、本省において、国総研で実施した市街地類

型別、細街路率等の市街地特性別に見た重点密集市

街地の建物更新状況に関する研究成果を踏まえ、市

街地類型や市街地特性に応じどのような整備方策が

効果的かという観点で検討が行われた。その結果、

延焼・倒壊の危険性の高い老朽建築物の建替え・除

却という従来からの施策に加え、歴史的市街地等建

替えが見込めない地区での避難経路や消防環境によ

る対策、細街路率が高い（接道条件の悪い）地区等

において建物更新を促進するための道路幅員等に関

する建築基準法上の緩和措置の活用等、地域特性に

応じたきめ細かな対策の必要性が、整備目標達成に

向けた基本施策として本計画に盛り込まれた。 

 市街地類型別の新築更新率（延床面積ベース）の構成
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図１ 全国の重点密集市街地に 

関する市街地類型別の新築更新率 

（延床面積ベース） 

細街路率別の新築更新率（延床面積ベース）の構成
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図２ 全国の重点密集市街地に 

関する細街路率別の新築更新率 

（延床面積ベース） 
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自転車通行環境整備モデル 

地区の評価と今後の展開 
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１．近年の自転車施策の背景・経緯 

2008年に国土交通省と警察庁は、全国98地区

を「自転車通行環境整備モデル地区」に指定し、

自転車通行環境整備における課題の把握や対応

策の検討を行ってきた。その後、2011年に「安

全で快適な自転車利用環境の創出に向けた検討

委員会」が設置され、委員会は、上記モデル地

区での取り組みの評価・検証を実施するととも

に、ガイドラインの作成を提言した。 

国総研は、モデル地区における資料収集、集

計作業を行い、委員会によるモデル地区での取

り組みの評価・検証を支援した。 

２．モデル地区での取り組みの評価・検証 

モデル地区での評価・検証として、①自転車

通行空間を部分的に整備するだけでは、整備効

果が十分に発揮できないことから、ネットワー

クとして整備することが重要であること、②単

路部と交差点部での接続において連続的かつ直

線的な整備がなされず、整備された自転車通行

空間が十分に活用されない事例が見られたこと

から、交差点において自転車通行空間の連続性

や直進性が重要であること、などが判明した。

そこで、ガイドラインにおける自転車ネットワ

ーク計画の策定に関する考え方、交差点の設計

方法に関する考え方などが提言された。 

３．今後の展開 

国土交通省と警察庁では、委員会での提言に

技術的な知見を加え、ガイドラインを作成し、

公表する予定である。 

【参考文献】（委員会ＨＰ） 

http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/cyclists/index.html 

■モデル地区の指定路線位置（例）
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■平均自転車交通量の整備前後の比較
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■シフトの有無と自転車通行空間の利用率の関係




